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○遊佐町罹災証明書等交付要綱 

令和６年８月２３日 

告示第１５５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」とい

う。）第２条第１号に規定する災害（火災によるものを除く。以下「災害」という。）

によつて本町で発生した被害に係る証明書（以下「証明書」という。）の交付に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 災害 本町で発生した法第２条第１号に規定するもの 

（２） 住家 現に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをい

う。）のために使用している建物で、被災時本町に所在しているもの 

（３） 非住家等 住家以外の建物、建物に付随する外構、家財道具等、自動車及

び事業用資産で、被災時本町に所在しているもの 

（証明書の種類） 

第３条 証明書の種類は次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 罹災証明書 災害による住家の被害について、法第９０条の２第１項に規

定する被害の程度を証明するもの 

（２） 被災届出証明書 災害によつて非住家等の被害について、その事実を町長

に届け出たことを証明するもの 

２ 前項の規定により町長が交付する証明書は、人的被害、被害額、被害の危険度、

被災者の居住状況及び資産に係る権利関係は証明しないものとする。 

３ 罹災証明書における被害程度の判定及び損害割合は、「災害に係る住家の被害認

定基準運用指針」（以下、「運用方針」という。）に基づくものとする。 

（交付申請） 

第４条 罹災証明書の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、罹災
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証明書交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなけ

ればならない。 

（１） 被害場所の位置図 

（２） 被害状況が確認できる写真（申請者が準半壊に至らない被害（一部損壊（損

壊割合が家屋全体の１０パーセント未満の被害））であることを自ら判定してい

る場合） 

（３） その他町長が必要と認める書類 

２ 被災届出証明書の申請者は、被災届出証明書交付申請書（様式第２号）に、次に

掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

（１） 被害状況が確認できる写真 

（２） その他町長が必要と認める書類 

（本人の証明に必要な書類） 

第５条 町長は、前条に規定する申請があつたときは、証明書の申請者が災害によつ

て被害を受けた本人であることを確認しなければならない。 

２ 証明書の申請者は、申請時に次の各号に掲げる書類のいずれかを提示し、本人で

あることを証明しなければならない。 

（１） マイナンバーカード 

（２） 運転免許証 

（３） 旅券 

（４） 前３号に掲げるもののほか、官公署が発行した免許証、許可証、資格証明

書等（本人の写真が貼付されたものに限る。） 

３ 前項の規定にかかわらず、証明書の申請者は、町長が適当と認める方法により本

人であることの証明をすることができる。 

（代理人の証明に必要な書類） 

第６条 本人以外の者であつて、本人から申請（再調査申請を含む）及び証明書の受

領に関する手続の委任を受けたもの（以下「代理人」という。）は、証明書の申請

をしようとするときは、申請時に委任状（様式第３号）のほかに、次の各号に掲げ

る書類のいずれかを提示して代理人であることを証明しなければならない。 
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（１） マイナンバーカード 

（２） 運転免許証 

（３） 旅券 

（４） 前３号に掲げるもののほか、官公署が発行した免許証、許可証、資格証明

書等（本人の写真が貼付されたものに限る。） 

２ 前項の規定にかかわらず、証明書の申請者は、町長が適当と認める方法により代

理人であることの証明をすることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるいずれかの者が代理人となるとき

は、委任状の提出を省略させることができる。 

（１） 申請者（世帯主）と同一世帯の世帯員 

（２） 申請者が法人の場合にあつては、当該法人の社員等 

（３） その他町長が適当と認める者 

（交付申請期限） 

第７条 証明書の申請に係る期間は、被災した日から３ヶ月以内とする。ただし、町

内で甚大な被害が生じ申請期間の延長が必要であると町長が認めたときは、この限

りでない。 

（被害認定調査） 

第８条 町長は、第４条の規定による交付の申請があつたとき又は町長が必要と認め

たときは、運用方針に基づき、住家に生じた被害の状況を実地にて調査しなければ

ならない。 

２ 当該申請書に係る被害について、申請者が準半壊に至らない被害（一部損壊（損

壊割合が家屋全体の１０パーセント未満の被害））であることを自ら判定しており、

かつ、被害の状況を示す写真等の資料から準半壊に至らないことが一見して明らか

に判定できるときは、申請者の同意を得たうえで実地調査を省略することができる。 

３ 町長は、前項の規定による交付の申請があつたときは、実地調査は行わないもの

とする。 

（証明書の交付） 

第９条 町長は、第４条第１項の規定による申請があつたときは、申請内容を確認し、
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必要な調査を行つたうえで適当と認めたときは、罹災証明書（様式第４号）を交付

するものとする。 

２ 町長は、第４条第２項の規定による申請があつた場合は、被災届出証明書（様式

第５号）を交付する。 

（証明書の交付枚数） 

第１０条 証明書の交付の枚数は、原則として申請者１人につき１枚までとする。た

だし、町長が必要と認めるときは、この限りでない。 

（再調査の申請） 

第１１条 第９条第１項の規定による罹災証明書の交付を受けた者が、当該罹災証明

書により証明された被害の程度について、相当の理由をもつて修正を求めるときは、

町長に対し罹災証明再調査申請書（様式第６号）に、交付された罹災証明書を添え

て、当該罹災証明書の交付を受けた日の翌日から起算して１ヶ月以内に再調査を申

請することができる。ただし、町長が特に認めたときは、この限りでない。 

２ 町長は、前項の規定による再調査の申請があつた場合において、当該申請理由が

適当であると認めたときは、再調査を実施するものとする。 

（証明の取消し） 

第１２条 町長は、第９条第１項及び第２項の規定により証明書の交付を受けた者が、

偽りその他不正の手段により証明書の交付を受けたときは、当該証明書に係る証明

を取り消すことができる。 

２ 前項の規定により証明を取り消された者は、速やかに交付された証明書を町長に

返還しなければならない。 

（手数料） 

第１３条 証明書の交付に係る手数料は、遊佐町手数料条例（平成１２年条例第２４

号）第６条第１項第５号の規定により、免除するものとする。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、令和６年７月２５日から適用する。 
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附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 


